
 

＜概要＞
  わが国のエネルギー供給の対外依存度は82％、石油の輸入依存度については99％を超えてお

り、極めて脆弱である。エネルギー源としての石油の利便性から、今後途上国等における需要も
高まる。石油資源の利用の高度化を図り、石油依存度を低減する努力は必要であるが、21世紀初
頭においても、輸送用燃料や石油化学用原料等は石油に頼らざるを得ない。一方、供給は少数特
定国に集中するという構造的脆弱性を緩和するため、今後も産油国との関係強化が必要である。

＜更新年月＞ 
2005年08月   （本データは原則として更新対象外とします。）

 

＜本文＞
  世界経済において米国に次ぎ第2位の地位を占めるわが国は、エネルギー輸入においても米国に

次いで世界２位である。一方、わが国は国内に資源をほとんど有せず、一次エネルギー供給総量
の対外依存度は81％である。一次エネルギー供給の49％を占める石油については、ほとんどの
99.7％以上を輸入に頼り、なかでも輸入原油の中東依存度は86％で、主要先進国中で最も高い
（表１）。

  中長期的に見た場合、十分な供給余力を有する国は中東湾岸諸国であり、それ以外の地域にお
いては石油供給能力の大幅な拡大は困難であると見られている。したがって、アジア地域を中心
とした途上国の石油需要が増加し続ける場合、中長期的には中東依存度の高まりが予測されてお
り、今後これらの地域での十分な産油能力拡大が行われることが重要である（図１）。

  したがってわが国としては、産油国との関係において、長期的な安定供給確保のための関係の
強化に努めなければならない。

  政府においては、世界の石油需給の安定が産油国、消費国双方の利益になるとの共通認識の形
成に努めるとともに、民間レベルでの関係強化のための環境整備の一環として相互理解を深める
との観点から、石油市場の中長期的な情勢、石油政策等について、政府レベルでの意見交換を行
い、必要に応じて民間活動の支援、政府間での協力を行うことが重要である。

  長期的観点から関係強化を行う一環として、例えば中下流部門における共同事業を通じた関係
の一層の強化の可能性を探る。また、石油開発面におけるわが国の一層の努力を通じて産油国と
の協力を推進することが必要とされる。

  2003年10月に策定されたエネルギー基本計画では、供給源の分散化、中東域内での調達先の多
角化、直接投資等幅広い協力を通じた主要産油国との関係深化も含めた取組を着実に進めること
により、総合的な資源戦略を推進していくこととしている。（1）開発企業による自立的な事業の
展開、（2）政府による積極的な資源外交、（3）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
による戦略的な支援が三位一体となって機能することが必要である。戦略的に重要なプロジェク
トとして、イランのアザデガン油田、カスピ海のカシャガン油田、サハリンプロジェクト、太平
洋パイプラインプロジェクト等がある。
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